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＜砂川事件判決（最大判昭34.12.16）＞
　日米安保条約に基づく行政協定の実施の一環として駐留米軍が使用する立川飛
行場を拡張する目的で東京調達局が測量を実施した際、基地拡張に反対する者が
同飛行場周辺に集合して測量反対の気勢を上げ、そのうち数名の者が境界柵を破
壊し、同飛行場に立ち入った。これらの者は、日米安保条約に基づく行政協定に
伴う刑事特別法に違反したとして起訴された。
　第1 審の東京地裁は、駐留米軍が憲法9 条2 項の「戦力」に該当して違憲であ
る旨判示したが、これに対し、検察側は、直ちに最高裁に跳躍上告を行った。
　最高裁は、駐留米軍は「戦力」には該当せず、また、日米安保条約は高度の政
治性を有するものであって、一見極めて明白に違憲無効であると認められない限
り、司法審査にはなじまない性質のものであると判示し、原判決を破棄差戻した。
＜百里基地訴訟第2 審判決（東京高判昭56.7.7）＞
　航空自衛隊百里基地の予定地内の土地を所有していた原告は、基地反対派住民
である被告との間に土地売買契約を締結していたが、代金支払いをめぐるトラブ
ルから、防衛庁に当該土地を売却し、被告との間の売買契約の解除、所有権移転
仮登記の抹消等を求めた。これに対し、被告が自衛隊の違憲を主張した事件。
　裁判所は、9 条は、「前文のように政治的理念の表明にとどまるものではなく、
今次大戦の参加とこれに対する国民的反省に基づき、前文で表明された平和主義
を制度的に保障するため、戦争放棄という政策決定を行い、それを中外に宣明し
た憲法の憲法ともいうべき根本規範であ」り、また、「特段の事情もないのに、た
だ単に本条が高度の政治性を有する事項に係わるものであるという一事のみによ
って、本条を政治的規範であると解し、本条に関する争いを司法の統制外に置く
ことは、それだけ本条の実効性を殺ぐこととな」ると判示した。
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＜暴行事件と日米地位協定をめぐる動き＞
　1995 年9 月に沖縄県で起きた米軍兵士による暴行事件の際、沖縄県警の被疑者
の身柄引渡し要請に対し、米軍は、日米地位協定17 条5 項(c)を理由に、被疑者
の身柄が米軍当局下にある場合には日本による起訴があるまでそこでの勾留を続
けることができるとして、引渡しを拒否した。その後、殺人及び強姦という凶悪
犯罪については、日本当局による要請がなされた場合には、日本当局による起訴
前であっても引渡しを認めるとする運用上の改善が日米間で合意された。
　2001 年6 月に沖縄県で起きた米軍兵士による暴行事件の際には、容疑者の身柄
引渡しが遅れ、日米地位協定の改定を求める声が強まったのを受け、同年7 月、
衆議院外務委員会は、同協定の見直しを求める決議を全会一致で行った。
＜沖縄代理署名事件（最大判平8.8.28）＞
　米軍用地は、国が地主から土地を借り上げ米軍に提供することとなっている
が、地主が契約を拒否した場合、駐留軍用地特措法に基づき、都道府県収用委員
会の裁決を経た上で、国が強制的に収用できることとされている。裁決申請に必
要な土地・物件調書への署名を地主が拒否した場合、市町村長が代理署名するが、
これが拒否された場合、知事が代理署名することとされている。1995 年、沖縄県
知事がこの代理署名を拒否したことから、首相が同知事を提訴し、署名等代行事
務の執行を命ずる裁判を求めた事件。
　最高裁は、日米安保条約及び日米地位協定が違憲無効であることが一見極めて
明白でない以上、これらが合憲であることを前提として駐留軍用地特措法の憲法
適合性を審査すべきであり、このことを踏まえれば、同法は、憲法前文、9 条、
13 条、29 条3 項等に違反するものではないと判示した。
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